
  

２７年度の財務状況  

 平成 27 年度の財務状況は、財政計画に基づき収入の増加、支出抑制の予算

編成を行った結果、教育活動外収入は増収になったが、教育活動収入及び特別

収入の減収により、総額では前年度比 3,900 万円減の 14 億になった。  
 支出については、抑制に努めた結果、教育活動支出が 800 万円、教育活動外

支出が 22 万円、特別支出が 1,700 万円の減少により、総額では前年度比 2,500
万円減の 13 億 500 万円となった。  
 以上の結果、事業活動収支計算書においては、事業活動収入 14 億から事業

活動支出 13 億 500 万円を控除し、基本金組入額 4,700 万円を行ったので当年

度収支差額は 4,800 万円であった。  
27 年度の基本金繰入前当年度収支差額は、  
  事業活動収入 14 億－事業活動支出 13 億 500 万円＝9,500 万円  
9,500万円の収入超過となり、事業活動収支差額比率はプラス 6 .8％となった。 

 
財務比率  

平成 23 年度から 27 年度までの 5 ヵ年連続消費収支計算書は、(表 1)の通り

である。消費収支計算書の各科目の構成比率、財務分析による財務比率の推移

を見ることができる。帰属収支差額比率は、23 年度以降、プラスの状態を継

続しており、昨年度、過去最高のプラス 7.6％を計上することができたが、27
年度は昨年度を下回りはしたものの 6.8％を計上することができた。  

 
資産の状況については、貸借対照表関係比率から見た財務状況は（表 2）の

通りである。  
 この比率表から見る限りにおいては、全国大学平均と比較して、借入金が比

較的少なく負債比率、総負債比率は平均値より低く、1～2 の比率を除いては

全国平均と大差無い比率が維持され健全性が保たれている。  
 

※平成 27 年度より、会計基準が改正されました。 

 その結果、新会計基準による前年度以前との比較ができない為、（表１）5 ヵ年連続

消費収支計算書及び（表２）5 ヵ年連続財務比率表は、新会計基準で作成した決算

書を旧会計基準に修正して作成しています。  
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平成２７年度決算報告  

 １．資金収支計算書 （表 ３）  
 本年度の資金収支の決算規模は、34 億 4,800 万円となり、前年度比 11 億

7,800 万円減となった。  
前年度繰越支払資金を除く当年度の収入額は、20 億 9,900 万円であり、こ

れに対して当年度支出額は、20 億 3,900 万円になったので、次年度繰越支払

資金は前年度比 6,000 万円増の 14 億 900 万円となった。  
 

 ２．事業活動収支計算書 （表 ４）  
 事業活動収入は 14 億円となり、前年度比 3,900 万円減となった。  
当年度の事業活動支出は 13 億 500 万円であったため、当年度の基本金組入前

等年度収支差額は 9,500 万円の収入超過となり、これから基本金組入額 4,700
万円を差し引き、当年度収支差額は 4,800 万円の収入超過となった。  
 

以上の事業活動収支計算書に基づき、前年度まで行っていた消費収支計算書

に基づく財務比率は次の通りであり、帰属収支差額比率が前年度を少し下回っ

た。全国平均（医歯系を除く 26 年度）7.2％と比較しても若干、下回っている。  
  

 財務比率  平成 26 年度  平成 27 年度  全国平均 (26 年度 ) 
人件費比率     49.0 ％     51.4 ％     50.9 ％  
人件費依存率     60.2    64.3    73.3 
帰属収支差額比率       7.6       6.8      7.2 
消費収支比率     110.0     96.5    107.5 
※全国平均は大学法人（医歯系を除く）  
 

３．貸借対照表 （表 ５）  
【資産の部】  
 固定資産は、前年度末比 2,500 万円増の 84 億 700 万円である。  
 有形固定資産は、大規模な建物関連の増加がなかった為、前年度末比 1 億

6,800 万円減の 57 億 4,100 万円となった。  
特定資産は、減価償却引当特定資産及び退職給与引当特定資産の繰入により、

前年度末比 1 億 200 万円増の 4 億 1,800 万円となった。  
その他の固定資産は、有価証券の増額により、前年度末比 9,200 万円増の 22
億 4,800 万円となった。  
 流動資産は、前年度末比 6,800 万円増の 14 億 3,700 万円で、そのうち現金

預金は 6,000 万円増の 14 億 900 万円となった。  
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 資産の部合計は、98 億 4,400 万円であり、前年度末比 9,300 万円の増加と

なった。  
【負債の部】  
 固定負債は、長期借入金の返済減少などにより 800 万円減の 4 億 300 万円、

流動負債は前受金の増加などにより 600 万円増の 6 億 1,300 万円となり、負

債の部合計は 200 万円減の 10 億 1,600 万円となった。  
【純資産の部】  
 基本金は、1 号基本金が 4,700 万円増の 90 億 9,000 万円、4 号基本金は 1
億 3,000 万円で変わらないので合計額は 91 億 7,300 万円となった。  
 翌年度繰越収支差額は、支出超過額が 4,800 万円減少したので、支出超過額

が 3 億 9,200 万円となり、純資産の部合計は 9,500 万円増の 88 億 2,800 万円

となった。  
 
４．財産目録 （表 ６）  
 資産は、基本財産が 58 億 100 万円であり、うち有形固定資産は 57 億 4,100
万円、その他の固定資産は 6,100 万円である。運用財産は 36 億 9,400 万円、

収益事業用財産は 3 億 5,600 万円となっている。資産の部合計額は前年度末

比 9,300 万円増の 98 億 5,200 万円である。  
 負債は、固定負債が 4 億 300 万円、流動負債 6 億 1,300 万円、収益事業用

負債 650 万円で、負債の部合計は 10 億 2,300 万円である。  
 資産の部合計から負債の部合計を差し引いた正味財産は 88 億 2,900 万円と

なり、前年度末より 9,500 万円増加した。  
 
                            以 上  
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（表　　１）

５ヵ年連続消費収支計算書(２７年度）

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 全国平均

金　額 構成比率 金　額 構成比率 金　額 構成比率 金　額 構成比率 金　額 構成比率 医歯系を除く

収入の部 千円 % 千円 % 千円 % 千円 % 千円 % %

学生納付金収入 1,018,198 79.1 1,048,125 75.2 1,122,634 76.8 1,173,056 81.5 1,117,494 79.8 69.5

手数料収入 22,480 1.7 31,033 2.2 23,097 1.6 22,737 1.6 22,666 1.6 2.3

寄付金収入 12,563 1.0 10,639 0.8 10,820 0.7 10,714 0.7 10,847 0.8 3.9

補助金収入 176,246 13.7 171,929 12.3 157,819 10.8 147,682 10.3 144,752 10.3 12.2

資産運用収入 18,030 1.4 26,977 1.9 36,499 2.5 49,610 3.4 63,031 4.5 2.5

資産売却差額 0 0.0 228 0.0 11,859 0.8 21 0.0 0 0.0 1.8

事業収入 7,384 0.6 10,712 0.8 11,829 0.8 18,939 1.3 13,805 1.0 4.8

雑収入 31,840 2.5 94,875 6.8 87,869 6.0 16,348 1.1 27,375 2.0 2.9

帰属収入 1,286,741 100.0 1,394,518 100.0 1,462,426 100.0 1,439,107 100.0 1,399,970 100.0 100.0

基本金組入額 △ 67,266 △ 5.2 0 0.0 △ 119,019 △ 8.1 △ 229,631 △ 16.0 △ 47,239 △ 3.4 △ 13.6

消費収入合計 1,219,475 94.8 1,394,518 100.0 1,343,407 91.9 1,209,476 84.0 1,352,731 96.6 86.4

支出の部

人件費支出 690,358 53.7 795,858 57.1 782,114 53.5 705,740 49.0 718,956 51.4 50.9

教育研究経費支出 443,373 34.5 436,638 31.3 459,266 31.4 491,096 34.1 469,796 33.6 31.2

（うち減価償却額） (195,224) (15.3) (186,976) (13.4) (177,544) (12.1) (196,362) (13.6) (199,507) (14.3) (9.6)

管理経費支出 106,059 8.2 103,725 7.4 105,488 7.2 109,686 7.6 107,821 7.7 9.0

（うち減価償却額） (11,533) (0.9) (10,215) (0.7) (9,066) (0.6) (9,739) (0.7) (9,569) (0.7) (1.1)

借入金利息支出 3,080 0.2 2,859 0.2 2,640 0.2 2,419 0.2 2,200 0.2 0.2

資産処分差額 10,478 0.8 24,574 1.8 13,377 0.9 18,718 1.3 2,065 0.1 1.5

徴収不能額 2,795 0.2 3,658 0.3 1,990 0.1 2,220 0.2 4,060 0.3 0.1

（予備費）

消費支出合計 1,256,143 97.6 1,367,312 98.0 1,364,875 93.3 1,329,879 92.4 1,304,898 93.2 92.8

当年度消費収支差額 △ 36,668 27,206 △ 21,468 △ 120,403 47,833
前年度繰越消費収支超過額 △ 477,920 △ 514,588 △ 318,463 △ 319,678 △ 440,081

基本金取崩額 168,919 20,253
翌年度繰越消費収支超過額 △ 514,588 △ 318,463 △ 319,678 △ 440,081 △ 392,248

人件費依存率 67.8 75.9 69.7 60.2 64.3 73.3

人件費比率 53.7 57.1 53.5 49.0 51.4 50.9

帰属収支差額比率 2.4 2.0 6.7 7.6 6.8 7.2

消費収支比率 103.0 98.0 101.6 110.0 96.5 107.5

※全国平均は日本私立学校振興・共済事業団「今日の私学財政」大学法人（医歯系を除く）２６年度

平成２７年度平成２６年度
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（表　２）

５ヵ年連続財務比率表

固 定 資 産 固 定 資 産
構 成 比 率 総 資 産
有 形 固 定 資 産 有 形 固 定 資 産
構 成 比 率 総 資 産
その他の固定資産 そ の 他 の 固 定 資 産
構 成 比 率 総 資 産
流 動 資 産 流 動 資 産
構 成 比 率 総 資 産
固 定 負 債 固 定 負 債
構 成 比 率 総 資 金
流 動 負 債 流 動 負 債
構 成 比 率 総 資 金
内 部 留 保 運 用 資 産 － 総 負 債
資 産 比 率 総 資 産
運 用 資 産 運 用 資 産 － 外 部 負 債
余 裕 比 率 消 費 支 出
自 己 資 金 自 己 資 金
構 成 比 率 総 資 金
消 費 収 支 差 額 消 費 収 支 差 額
構 成 比 率 総 資 金

固 定 資 産
自 己 資 金

固 定 長 期 固 定 資 産
適 合 率 自 己 資 金 ＋ 固 定 負 債

流 動 資 産
流 動 負 債
総 負 債
総 資 産
総 負 債
自 己 資 金
現 金 預 金
前 受 金

退 職 給 与 退職給与引当特定預金(資産)

引 当 預 金 率 退 職 給 与 引 当 金
基 本 金
基 本 金 要 組 入 額
減価償却累計額(図書を除く)
減価償却資産取得価額(図書を除
く )
人 件 費
帰 属 収 入
人 件 費
学 生 生 徒 等 納 付 金

教 育 研 究 教 育 研 究 経 費
経 費 比 率 帰 属 収 入

管 理 経 費
帰 属 収 入

借 入 金 等 借 入 金 等 利 息
利 息 比 率 帰 属 収 入
帰 属 収 支 帰 属 収 入 － 消 費 支 出
差 額 比 率 帰 属 収 入

消 費 支 出
消 費 収 入

学 生 生 徒 等 学 生 生 徒 等 納 付 金
納 付 金 比 率 帰 属 収 入

寄 付 金
帰 属 収 入
補 助 金
帰 属 収 入
基 本 金 組 入 額
帰 属 収 入
減 価 償 却 額
消 費 支 出

※全国平均は大学法人（医歯系を除く）２６年度 △ 高い値が良い　▼ 低い値が良い　～ どちらともいえない

（単位；パーセント）
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91.1
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関

係

補 助 金 比 率

▼

32.5 30.5 29.5 26.2 △

5.6 6.1 6.5 5.46.2

29.0

△

89.7 89.3 89.2 87.5 △

3.1 2.7 2.7

比

率

支

計

算

書

比

4.4

80.2 82.3 87.0

57.2

17.7

59.7

4.7

23.0
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２３年度

▼

２５年度

58.8

２６年度

7.2

27.3 25.1

▼4.6

23.5

13.6 △

△

86.0

60.6

25.4

14.0
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２４年度 ２７年度

85.4

58.3

27.1

14.6

61.3

13.0

89.5 92.2 97.6 98.8

11.5 12.0 12.2 14.3

4.1

6.2

31.4

3.0

89.7

区　　　　　　　　　　　　分

人 件 費 依 存 率

管 理 経 費 比 率

消 費 収 支 比 率

寄 付 金 比 率

前 受 金 保 有 率

基 本 金 比 率

減 価 償 却 比 率

人 件 費 比 率

固 定 比 率

流 動 比 率

総 負 債 比 率

負 債 比 率

照

貸

関

係

率

消

費

収

表

対

借

76.8

基 本 金 組 入 率

減価償却費比率

79.1 75.2

13.7 12.3 10.8
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（表　　３）

（単位　千円）

1,092,000 1,117,494 △ 25,494

24,400 22,666 1,734

7,000 8,330 △ 1,330

144,752 144,752 0

国庫補助金収入 94,293 94,293 0

都県補助金収入 49,111 49,111 0

区市補助金収入 1,348 1,348 0

700,000 700,000 0

9,500 13,891 △ 4,391

30,100 53,127 △ 23,027

32,680 37,279 △ 4,599

0 0 0

548,430 521,352 27,078

24,091 24,605 △ 514

△ 539,706 △ 544,727 5,021

1,349,433 1,349,433

3,422,680 3,448,202 △ 25,522

715,000 714,559 441

279,604 269,609 9,995

102,932 98,462 4,470

2,200 2,200 0

12,220 12,220 0

45,000 15,306 29,694

35,000 25,318 9,682

1,000,000 901,692 98,308

21,797 24,109 △ 2,312

10,000 10,000

△ 22,551 △ 24,351 1,800

1,221,478 1,409,079 △ 187,601

3,422,680 3,448,202 △ 25,522

差　　　異

人 件 費 支 出

教 育 研 究 経 費 支 出

資 金 収 入 調 整 勘 定

前 年 度 繰 越 支 払 資 金

収 入 の 部 合 計

予   　算 決　　　算

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入

支
　
　
出
　
　
の
　
　
部

科　　　　　目

借 入 金 等 利 息 支 出

借 入 金 等 返 済 支 出

施 設 関 係 支 出

管 理 経 費 支 出

支 出 の 部 合 計

設 備 関 係 支 出

資 産 運 用 支 出

そ の 他 の 支 出

〔予　　備　　費〕

資 金 支 出 調 整 勘 定

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金

前 受 金 収 入

そ の 他 の 収 入

借 入 金 等 収 入

雑 収 入

資　金　収　支　計　算　書
平成２７年　４月　１日から
平成２８年　３月３１日まで

収
　
　
入
　
　
の
　
　
部

科　　　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入

手 数 料 収 入

寄 付 金 収 入

補 助 金 収 入

資 産 売 却 収 入

付随事業・収益事業収入
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（単位　千円）

予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

学生生徒等納付金 1,092,000 1,117,494 △ 25,494

手数料 24,400 22,666 1,734

寄付金 2,970 3,730 △ 760

経常費等補助金 144,752 144,752 0

　　国庫補助金 94,293 94,293 0

　　都県補助金 49,111 49,111 0

　　区市補助金 1,348 1,348 0

付随事業収入 6,500 10,605 △ 4,105

雑収入 32,680 37,279 △ 4,599

1,303,302 1,336,526 △ 33,224

人件費 710,370 718,956 △ 8,586

教育研究経費 491,804 469,796 22,008

管理経費 113,432 107,821 5,611

徴収不能額等 0 4,060 △ 4,060

1,315,606 1,300,633 14,973

△ 12,304 35,893 △ 48,197

受取利息・配当金 30,100 53,127 △ 23,027

その他の教育活動外収入 3,000 3,200 △ 200

33,100 56,327 △ 23,227

借入金等利息 2,200 2,200 0

その他の教育活動外支出 0 0 0

2,200 2,200 0

30,900 54,127 △ 23,227

18,596 90,020 △ 71,424

資産売却差額 0 0 0

その他の特別収入 6,550 7,117 △ 567

6,550 7,117 △ 567

資産処分差額 1,000 2,065 △ 1,065

その他の特別支出 0 0 0

1,000 2,065 △ 1,065

5,550 5,052 498

6,000 0 6,000

18,146 95,073 △ 76,927

△ 91,220 △ 47,239 △ 43,981

△ 73,074 47,834 △ 120,908

△ 440,081 △ 440,081 0

△ 513,155 △ 392,247 △ 120,908

教

育

活

動

収

支

教

育

活

動

外

収

支

（表　４）

事業活動支出の部

特 別 収 支 差 額

経 常 収 支 差 額

教 育 活 動 外 収 入 計

教 育 活 動 外 支 出 計

事業活動収入の部

特 別 収 入 計

事　業　活　動　収　支　計　算　書

平成２７年　４月　１日から

特

別

収

支

科　　　　　目

特 別 支 出 計

平成２８年　３月３１日まで

予 備 費

基本金組入前当年度収支差額

基 本 金 組 入 額 合 計

当 年 度 収 支 差 額

前 年 度 繰 越 収 支 差 額

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

事業活動収入の部

事業活動支出の部

教 育 活 動 外 収 支 差 額

事業活動収入の部

事業活動支出の部

教 育 活 動 収 入 計

教 育 活 動 支 出 計

教 育 活 動 収 支 差 額
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（表　　５）

（単位　千 円）

8,406,844 8,381,614 25,230

有　形　固　定　資　産 5,740,691 5,909,161 △ 168,470

土　地 1,889,400 1,889,400 0

建　物 3,398,204 3,540,102 △ 141,898

その他の有形固定資産 453,087 479,659 △ 26,572

特定資産 417,906 316,214 101,692

その他の固定資産 2,248,247 2,156,239 92,008

1,436,891 1,369,259 67,632

現　金　預　金 1,409,079 1,349,434 59,645

その他の流動資産 27,812 19,825 7,987

9,843,735 9,750,873 92,862

402,751 410,574 △ 7,823

長期借入金 97,760 109,980 △ 12,220

その他の固定負債 304,991 300,594 4,397

613,320 607,707 5,613

短期借入金 12,220 12,220 0

その他の流動負債 601,100 595,487 5,613

1,016,071 1,018,281 △ 2,210

9,219,912 9,172,672 47,240

9,089,912 9,042,672 47,240

130,000 130,000 0

△ 392,247 △ 440,081 47,834

△ 392,247 △ 440,081 47,834

8,827,665 8,732,591 95,074

9,843,735 9,750,873 92,862負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

　　翌年度繰越収支差額

純 資 産 の 部 合 計

　　第４号基本金

繰 越 収 支 差 額

　　第１号基本金

前 年 度 末 増　　減

固 定 負 債

流 動 負 債

負 債 の 部 合 計

純 資 産 の 部

本 年 度 末

科　　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　減

基　　 本 　　金

固 定 資 産

流 動 資 産

資 産 の 部 合 計

負 債 の 部

科　　　　　　　目

貸　借　対　照　表

平成２８年３月３１日

資 産 の 部

科　　　　　　　目 本 年 度 末 前 年 度 末 増　　減

-8-



（表　６）

単位　千円

Ⅰ資産総額 9,851,607
　内　基本財産 5,801,451
　　　運用財産 3,693,875
　　　収益事業財産 356,281
Ⅱ負債総額 1,022,596
Ⅲ正味財産 8,829,011

基本財産 5,801,451
　　有形固定資産 5,740,691

土地 1,889,400
建物 3,398,204
構築物 67,296
教研機器備品 205,552
管理用機器備品 12,564
図書 163,571
車両 4,104

　　その他の固定資産 60,760
借地権 59,900
電話加入権 860

運用財産 3,693,875
現金預金 1,409,079
定期預金 330,000
有価証券 1,500,000
差入保証金 9,078
退職給与引当特定資産 23,115
減価償却引当特定資産 394,791
未収入金 24,602
販売用品 47
前払金 2,929
立替金 1
仮払金 234

収益事業用財産 356,281
土地 185,313
建物 154,110
構築物 314
現金預金 16,503
前払金 40

資産の部合計（A） 9,851,607

固定負債 402,751
長期借入金 97,760
退職給与引当金 304,991

流動負債 613,320
短期借入金 12,220
未払金 21,100
前受金 521,352
預り金 52,401
研修旅行費預り金 6,247

収益事業用負債 6,526
前受金 1,296
未払法人税 230
預り保証金 5,000

負債の部合計（B) 1,022,596

　正　味　財　産（A)-（B) 8,829,011

財産目録　　　27年度
（　総　括　表　）

(平成28年3月31日現在)

正味財産

土地

19.2%

建物

34.5%

その他の

有形固定資

産

4.6%

その他の

固定資産

0.6%

現金預金

14.3%

有価証券

15.2%

その他の

運用財産

8.0%

収益事業用

財産

3.6%

■基本財産
■運用財産
■収益事業用財産

資産

長期

借入金

9.6%

退職給与

引当金

29.8%前受金

51.0%

その他の

流動負債

9.0%

収益事業用

負債

0.6%

■固定負債
■流動負債
■収益事業用負債

負債
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平成 28年 5月 25日

学校法人　東京聖栄大学

理 事 会

評議員会

　監事　 飯島　満信　　㊞

　監事　 中村　甫尚　　㊞

業務及び財産の状況について監査した。

書類について検討するなど、必要と思われる監査手続を実施した。

り、計算書類（資金収支計算書、事業活動収支計算書、貸借対照表及び附属明細表）

違反する重大な事実はないものと認める。

　　　　　以　上

東京聖栄大学の平成２７年度 (平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）の

監　査　報　告　書

　御中

学校法人　東京聖栄大学

私たちは、学校法人東京聖栄大学の監事として、私立学校法第３７条第３項

及び学校法人東京聖栄大学寄附行為第７条第４項の規定に基づき、学校法人

私たちは監査にあたり、理事会及び評議員会に出席し、理事から業務の報告

を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧するとともに、会計監査人と連携し、計算

監査の結果、学校法人東京聖栄大学の業務に関する決定及び執行は適切であ

並びに財産目録は、会計帳簿の記載と合致し、その収支及び財産の状況を正し

く示しており、業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは寄附行為に
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